
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

柴田町デジタル田園都市構想総合戦略【概要版】 

国では、令和４年１２月に従来の「第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略」を抜本的に改定し、デジタル技術

によって社会課題の解決と地方の魅力向上を図り「全国どこでも誰もが便利で快適に暮らせる社会」を目指す「デ

ジタル田園都市国家構想総合戦略」を策定しました。 

本町においても、第６次柴田町総合計画後期基本計画やこれまでの総合戦略の取組を継承しつつ、デジタルの力

を活用しながら、地方創生に向けた取組をさらに発展させていく必要があるため、実施すべき取組を体系的に整理

した上で「柴田町デジタル田園都市構想総合戦略」を策定し、時代に適応したまちづくりを戦略的に取り組むこと

とします。 

 

①策定の背景及び趣旨 

③本戦略の計画期間 

令和 
5 年度 

（2023） 

令和 
6 年度 

（2024） 

令和 
7 年度 

（2025） 

令和 
8 年度 

（2026） 

令和 
9 年度 

（2027） 

令和 
10 年度 
（2028） 

令和 
11 年度 
（2029） 

令和 
12 年度 
（2030） 

令和 
13 年度 
（2031） 

       
 

 

  
 

  

         
 

計画期間は、令和７年度（2025）から令和 11 年度（2029）までの５か年間とします。 

 

第２期総合戦略 

 

柴田町デジタル田園都市構想総合戦略 

 

④社会課題の整理（本戦略に求められる視点） 

 
   

安心して子どもを産み育てることができるよう、妊娠から出産、子育てに至るまで、切れ目のない支援体制を

整えるとともに、女性の活躍を後押しできる社会の形成が求められます。一方で、人生 100 年時代を迎え、健康

づくりや介護予防と併せて、高齢者から若者まで、全ての世代が活躍し続けられる社会の実現が求められています。 
       

平成 27 年（2015）の国連サミットでは、令和 12 年（2030）を期限とする SDGs が提唱され、国内においても

その達成に向けて、経済、社会、環境を巡る広範囲な課題に対する総合的な取組が進められています。 
        

生産年齢人口の減少に伴う労働力の確保が課題となっているほか、女性や高齢者の就労促進といった「働き

方改革」が進められています。また、デジタル技術を活用し、地域経済の回復に向けた取組を強化する必要が

あります。さらに、担い手や後継者の育成、デジタル技術を活用した業務の効率化、シティプロモーションを

通じた観光客や移住希望者を引き寄せる取組、外部人材の活用など、新たなつながりを通じた仕事おこしに取

り組み、地域に新たな活力を創発していくことが求められます。 
 
       

様々な危機から生命や財産を守るとともに、経済社会が致命的な打撃を受けることなく災害復旧に迅速に対

応できる強靭な基盤、誰もが安心して暮らせる地域づくりが求められます。 
        

格差解消に向けた取組を家庭や職場、地域など、社会のあらゆる分野で推進する必要があります。 

また、年齢や性別、国籍、障がいの有無等による違いを認め合い、一人一人の価値観に基づいた多様な生き

方を尊重し、個性や能力を発揮できる地域共生社会の実現が求められます。 
        

国の「2050 年カーボンニュートラル宣言」を受け、脱炭素社会実現へ向けて限られた資源の有効活用に努

め、環境に過大な負荷を与えない社会システムの確立が求められています。限りある資源やエネルギーの有効

活用、貴重な自然環境の保全について考え、暮らし方を見直すなど、環境に配慮した対応が必要とされています。 
         

高度情報社会に対応した基盤を整備していく中でＤＸを推進し、スマート自治体への転換を図っていく必要が

あります。また、デジタルデバイドが生じないよう、「誰一人取り残さない」、「人にやさしいデジタル化」に向

けた取組が求められます。 
        

今後のまちづくりや行財政運営にあたっては、時代の様々な変容に対応できるよう、スピード感を持って取

り組むことが重要となるほか、ＡＩの導入により、職員でなければできない業務に特化できる柔軟で効率的な

組織体制を整えるなど、地域にとって最適な施策を展開する必要があります。 

 

 

 

①人口減少・少子化・長寿社会・人生 100 年時代の到来 

 

②SDGs（持続可能な開発目標）に関する取組の展開 

③産業構造・地域経済環境の変化 

④国土強靭化・安全安心に対する関心の高まり 

⑤多様性の受け入れ・地域共生社会の形成 

⑥脱炭素・循環型社会への対応 

⑦デジタル社会への対応 

⑧不確実で将来予測の難しい時代への対応 

国のデジタル田園都市国家構想においては、これまでの「第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略」における

基本目標を引き継ぐかたちで、「地方に仕事をつくる」、「人の流れをつくる」、「結婚・出産・子育ての希望をか

なえる」、「魅力的な地域をつくる」の４つの柱を位置づけており、さらに、地方のデジタル実装の下支えとして、

「ハード・ソフトのデジタル基盤整備」、「デジタル人材の育成・確保」、「誰一人取り残されないための取組」を

強力に推進することとしています。 

 

②国のデジタル田園都市国家構想が目指す将来と施策の方向性 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主な KPI  

 主な KPI  主な KPI  主な KPI  主な KPI 

柴田町人口ビジョン 

 
本町の総人口は、平成 27 年（2015）の 39,525 人から減少推

移となっており、令和 2 年（2020）には、38,271 人となってい

ます。国立社会保障・人口問題研究所が公表した将来推計人口

によれば、令和 32 年（2025）の本町の人口は、28,553 人になる

と推計されており、現状のままでは、少子化に伴う出生数の低

下や若者の町外流出がさらに人口減少を加速させていくと予測

されます。 

本町が目指す将来目標人口 
 

令和 22 年（2040）⇒33,000 人 

令和 42 年（2060）⇒27,000 人 

 

柴田町ＤＸ推進計画 

 

柴田町デジタル田園都市構総合戦略 

 

コンパクトで魅力ある拠点を形成することを目的に、デジタ

ルツールを活用したウォーカブルなまちづくりを推進し、町内

外から人の行き交う賑わいのある場を創出するとともに、健康

寿命の延伸、孤独・孤立の防止等、町民の安全安心につながる取

組を推進します。 

デジタルを活用し、暮らしに新たな価値を

創造するウォーカブルな花のまち 

 

地域ビジョン 

☆５つの戦略 

  １ 多様な働き方・仕事をつくる 

  ２ 子どもの未来や子育てのかたちを選択できる社会を

つくる 

  ３ 里山を基点に都市と農村間で人の流れをつくる 

  ４ 歩いて楽しいガーデンシティを創造する 

  ５ 快適で安心安全な住み良いまちの基盤を整備する 

デジタル技術による事務の確実性、効率化を求めるだけでな

く、ICT の浸透を通じて、町民生活をあらゆる面から良い方向に

変化させていきます。 

本町では、国の「自治体 DX 推進計画」を念頭に行政手続きの

オンライン化や業務改善を中心とした自治体 DX を推進してお

り、今後、町全体への DX を波及させていくための幅広い取り組

みを推進していきます。 

戦略１ 多様な働き方・仕事をつくる 

   

〇デジタル技術を導入した経営体数（累計）15 組 → 20 組 

〇特産品の商品化件数（累計）         0 件 → 2 件 

〇担い手への集積率                 61.2％ → 67.8％ 

戦略２ 子どもの未来や子育てのかたちを選択できる 

社会をつくる 

戦略３ 里山を基点に都市と農村間で人の流れをつくる 

戦略４ 歩いて楽しいガーデンシティを創造する 

戦略５ 快適で安心安全なまちの基盤を整備する 

〇子育て世帯の転入数（年）  117 世帯 → 123 世帯 

〇出生者数（年）        173 人 → 180 人 

〇保育所等利用待機児童数（年）  10 人 → 0 人 

〇体験コンテンツの開発件数（累計）   4 件 → 6 件 

〇プロモーションチャンネル数（累計）  6 件 → 8 件 

〇地域おこし協力隊員数（年）      1 人 → 5 人 

〇空き家バンク利用希望者登録数（累計） 0 件 → 25 件 

〇観光客入込数（年）    399,722 人 → 450,000 人 

〇健康しばたサポーター数     17 人 → 30 人 

〇特定健康診査受診率        43.2％ → 50.0％ 

〇町内の犯罪発生件数の抑制（年）  193 件 → 173 件 

〇１日あたりの家庭系ごみ排出量   29.8ｔ → 26.8ｔ 

〇キャッシュレス納付件数（年）  5,110 件 → 8,000 件 

〇ＲＰＡの活用業務数（累計）     8 件 → 14 件 

農村や里山が持つ地域資源や伝統文化を新たに利活用し、ＩＣＴによる特産品の販路

拡大やスマート農業の推進、新規創業の促進による新たな雇用の創出、多様な人材が働

きやすい環境の整備、担い手等の育成による人材の確保に取り組むことで、地域を支え

る産業の振興や起業を推進します。 

 

 
・ICT を活用した特産品等の販路拡大 

・スマート農業の推進 

・創業に意欲的な人材の発掘と育成 

・雇用の場の確保と就労への支援 

 

少子化の背景には、未婚化や晩婚化、経済的な問題、出会いの場の減少など、様々な

要因が複雑に絡み合っています。一人一人が希望する年齢で結婚し、安心して子どもを

産み、育てることができるよう、結婚、妊娠、出産、子育てまでの切れ目のない支援環

境を整えます。 

 

 
・デジタルを活用した妊娠・出産・子育て支援体制の充実 

・安全で安心な教育環境の充実 

・子どもの活動の場の確保 

・女性がいきいきと活躍できる環境整備 

里山の魅力を活かした自然体験や移住体験などにより、移住・定住の促進に努めます。

また、多様なチャンネルによる情報発信などにより、これまで町が取り組んできた観光

戦略をバージョンアップさせることで、国内外の多くの人々との交流や連携を深めま

す。 

 

 
・太陽の村冒険遊び場でのイベントの開催 

・多様なチャネルによるプロモーション活動の展開 

・日本文化・地域文化に係る体験型コンテンツの造成 

・移住希望者への支援体制の充実 

街なかに四季折々に彩りを感じられる花々に囲まれた景観を形成し、また、緑地等の

オープンスペースの整備を通じて、歩きたくなる街並みの形成を図り、多くの人がおし

ゃれな街なかで出会い、交流し、新たな生活文化を創造する賑わいあふれる「緑豊かな

ガーデンシティ」を創造します。 

 

 
・居ごこちがよく人が集まる都市空間の整備 

・新図書館の建設 

・しばたの郷土館の再整備 

・文化・生涯スポーツの推進 

デジタル技術を活用した災害情報等の迅速な処理・周知を行い、誰もが安心して住み

続けることができる持続可能で暮らしやすく住み良いまちづくりを進めます。 

また、デジタルデバイドへの対策など「誰一人取り残されない」社会の実現を目指し

ます。 

 
・地域安全対策の推進 

・高齢者生活支援体制の整備 

・DX による防災・減災力の強化 

・行政サービスにおけるデジタル化の推進 

主な事業メニュー 

 

 

 

 主な事業メニュー 

主な事業メニュー 

主な事業メニュー 

主な事業メニュー 

戦 略 

基本施策と主な事業メニュー 

 
KPI（R5→R11） 

 
KPI（R5→R11） 

 

 

 

KPI（R5→R11） 

KPI（R5→R11） 

KPI（R5→R11） 

デジ 

デジ 

デジ 

デジ 

デジ 

デジ 

デジ 

デジ 

デジ 

〇町の総人口                      36,462 人 → 36,000 人 

〇新規企業・創業件数（累計）           0 件 → 5 件 

〇15 歳未満の人口割合                10.7％ → 9.2％ 

〇移住希望相談者件数（累計）       5 件 → 20 件 

〇行政手続きのオンライン化件数（累計） 25 件 → 37 件 

数値目標(R5→R11) 

 

デジ 

デジ 

目 標 


